
LIQCA を用いた防潮堤に対する地盤改良補強効果の確認事例 
 

西松建設㈱土木設計部   （正）○齋藤 禎二郎 ・ 西松建設㈱関西支店 奥田 喜昭（正）今津 徹 

大阪府西大阪治水事務所  （正）奥野 喜久 ・ ㈱日建設計シビル     （正）加藤 亮輔 

京都大学名誉教授   （フェロー）岡  二三生 

 

１．概要  

 本報文では、動的有限要素解析コード LIQCA による

防潮堤に対する補強効果の確認事例を紹介する。なお、

当該事例で示した左門殿川辰巳橋上流左岸の現場では、

すでに補強工事としての地盤改良の施工が昨年度末に

無事竣工を迎えている。 

２．解析断面および地盤改良 

 解析断面を図-1 に示す。地震による液状化対策とし

て図-2 に示す TOFT 配列の地盤改良を採用し、経済性の

観点から、改良径はφ3500、改良強度 2000ｋN/m2 に設

定した。地盤的設計手法に基づき、地盤改良範囲は

必要最低改良率 50%とした。動的解析に当って、地盤

改良の範囲は改良率に応じた等価な連続体としてモデ

ル化した。 

３. 入力地震動  

解析に用いる入力地震動は、レベル２の地震動とし、

海溝型として福島波（H9 大阪府土木構造物耐震検討委

員会）および H25 南海トラフ（内閣府中央防災会議、

図-3）、直下型として Zone14（H9 大阪府土木構造物耐

震検討委員会）を使用した。なお、H9 福島波および

H9Zone14 波については地表面波であるため、SHAKE

を用いて工学的基盤に引き戻した。H25 南海トラフ地

震については防潮堤に直交する方向（北から反時計周

りに 34.2 度、図-4）に補正した。 

４． 地盤パラメータの設定  

 液状化層には繰返し弾塑性モデルを適用し、液状化

試験にフィッティングするよう要素シミュレーション

を行い、パラメータを設定した（図-5～図-7、表-1, 2）。

非液状化層には R-O モデルを適用し、動的変形試験に

フィッティングするように設定した（表-1, 3）。モデル

基盤については線形弾性体とした（表-1, 3）。 

５．解析結果  

 解析結果の一例として、H25 南海トラフによる結果

の対策前（図-8、9）、対策後（図-10、11）の地震終了 

 

 

時の変形図と有効応力減少比を示す。解析結果より、

地盤改良によりレベル 2 地震動による液状化を防止す

ることで水平変位が大幅に低減され許容値（堤体天端

幅 70cm）以下となり、構造物としての健全性を確保し、

かつ、照査外水位（想定津波高さ OP+3.76m）以上の防

潮堤高を保つことが出来ることが確認された。 
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図-1 解析断面 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 採用した TOFT 配列の地盤改良 

 

 

 

 

 

 

図-3 H25 南海トラフ 
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図-4 解析地点と補正方向   図-5 BS層の液状化強度比 

 

 

 

 

 

 

図-6 AS1層の液状化強度比   図-7 F 層の液状化強度比 

 

表-1 主な地盤定数 

 

 

 

 

表-2 液状化層の地盤パラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3 R-O モデルの地盤パラメータ 

 

 

 

注）工学的基盤については線形弾性体とした。 

 

 

 

 

 

 

図-8 無対策の変形図（H25 南海トラフ波） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 無対策の有効応力減少比（H25 南海トラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 地盤改良後の変形図（H25 南海トラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 地盤改良後の有効応力減少比（H25 南海トラフ）

 

注）モデル基盤については線形弾性体とした 
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